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【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

 

事業番号 D-4-1 

事業名  災害公営住宅整備事業 

事業費  総額 357,617千円（うち国費 312,915千円） 

（内訳: 用地費 72,780千円、設計費 18,519千円、工事費 261,803千円、 

監理費 4,515千円） 

事業期間 平成 24年度～平成 25年度 

事業目的 

 応急仮設住宅入居期間終了後の自力による住宅再建困難者の住宅を確保するため、復興

交付金を活用し、激甚災害法第 22 条の指定による災害公営住宅(木造平屋および２階建

て)を戸建により 16戸建設する。 

 

事業地区 

 香取市佐原地区 

 

事業結果 

 

 
 

事業の実績に関する評価 

本事業を実施することにより、東日本大震災により財産を失った被災者延べ 16 世帯の

居住の安定化に寄与した。 
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① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

令和３年３月時点において、16戸中 12世帯が震災時から継続入居しており、被災者

の居住の安定化に寄与し、今後も引き続き被災者の居住の安定化への寄与が見込まれて

いることから、本事業は有効に活用されている。空き室については、市営住宅として活

用している。 

 

② コストに関する調査・分析・評価 

災害公営住宅については、将来売却することを想定し、個別の戸建建設と決定した。 

香取市では「香取市内の公共建築物等における木材利用促進方針」を作成。その方針

を基に戸建の構造を木造にしたことでコストの軽減を図ることとした。また香取市地元

産の木材を積極的に利用することにより地元業者の育成・活性化にも貢献できた。 

  

③ 事業手法に関する調査・分析・評価 

平成 24 年度に実施した用地取得、基本設計及び実施設計については、想定した事業

期間内に実施。平成 25 年度に実施した土地造成工事及び建設工事についても想定した

事業期間内に実施し、平成 26 年度に入居開始に至ったため、事業手法としては適切で

あった。 

事業担当部局 

建設水道部都市整備課 電話番号：0478-50-1214 

 


